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Ⅰ．総論 

 

－２００３年度研究活動全体に

対する総括－ 
人間に関する諸学問を連携・融合させ

発展させようとする動きは、近年のわが

国における学術研究活動の顕著な特徴

のひとつである。こうした動きの中で本

研究所が現在取り組んでいる学術フロ

ンティア推進事業「対人援助のための人

間環境デザインに関する総合研究プロ

ジェクト」の中間報告（前年度末に提出）

は高い評価を得ることができた。現在

（2003 年度）は４年目であるが、来年の

最終年度のまとめにむけて鋭意研究に

取り組んでいる。また、日本学術振興会

が 2003 年度から開始した「人文・社会

科学振興のためのプロジェクト研究事

業」において、本学人間科学研究所の専

任研究員が提案した研究（「ボトムアッ

プ人間関係論の構築」）がこのプロジェ

クトに採択された。これらは研究所にお

けるこの間の取り組みの独創性・有意義

性が社会的に評価されていることの若

干の例である。 

つぎに、箇条書き風に今年度の研究活

動にみられる主要な特徴点を記す。 

 

 

１．２００４年度学内提案型プロジェ

クト募集にたいする応募の取組み 
学内提案型プロジェクト募集へのエン

トリーに際して、ⅰ」人間科学研究所の

今後の活動（中長期課題の策定）を見つ

めること、ⅱ」研究所への多数の研究者

の糾合をはかる方向で意見を集約するこ

と、またⅲ」研究所のこれまでの研究活

動を継続するとともに新しい領域の開発

をめざすこと等を確認しあって、研究所

重点プロジェクトとして研究テーマ「人

間科学・その基礎と応用領域の研究」（幹

事：望月昭教授他２３名）を掲げ応募し

た。結果は「採択、但し 2004 単年度」

であった。採択理由は「学術フロンティ

ア研究最終年度」の研究集大成」のため

である。応募にあたって話しあわれた議

論内容の整理を含めて、学内公募型研究

プロジェクトのエントリーのための今後

の教訓として結果を厳粛に受けとめたい。

なお萌芽・短期展開研究として「視覚・

触覚・自己受容覚における方向の知覚」

（幹事：東山篤規教授）が採択された。 

 

２．新しい研究領域への展開 
日本学術振興会「２１世紀人文・社会

科学振興のためのプロジェクト事業」の

一環として「ボトムアップ人間関係論の

構築（代表・佐藤達哉）」が採択された。

この事業は、グローバル化、情報化が進

む中、特に民族、宗教、精神生活、社会

規範や制度をめぐる問題など、現代社会

において人類が直面している問題の解明

と対処のため、人文・社会科学を中心と

した各分野の研究者が協働して、学際

的・学融合的に取り組む「課題設定型プ

ロジェクト研究」を推進するとともに、

その成果を社会への提言として発信する

ことを目的とするものである。また、学

術フロンティア推進事業の充実を目的と

して申請した科学研究費「対人援助実践

情報の階層構造化についての研究（代

表・望月昭）」も 2003年度下記より採択
され、プロジェクトのさらなる充実をは

かっていく。 

 

３．学外からの委託研究の受け入れ  
昨年度に引き続き、今年度もまた学外

－自治体・企業・機関・協力団体など－

からの研究委託があり研究所の社会的需

要の高さを示している。 

１）社会福祉法人滋賀県社会福祉協議会

からの研究委託調査「支援費制度利

用者満足度調査」を受けいれる。期
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間：～2004年 2月 28日, 研究業務
実施担当者：野田正人教授他３名。 

２）財団法人京都市ユースサービス協会

との共同研究「ユースワーカー養成

のための専門プログラム開発の研

究」の発足。期間 2004 年 1 月 5 日
～2005 年 3 月 31 日, 研究代表：津
止正敏教授。 

３）J-Phone（Vodafone）との学外共同
研究 研究代表・望月昭教授。（昨

年度より継続） 
  
 
４．海外協力事業および研究交流 
ＪＩＣＡプロジェクト「ヴィエトナム

の障害児教育における専門教員養成コ

ース支援事業」受託。代表：荒木穂積教

授ら「ハノイ師範大学プログラム支援」、

「ホーチミン市師範大学校で開講」のた

めに 2003 年 8 月ヴィエトナム訪問。
2003 年 10 月ハノイ師範大学バオ学
長・イエン障害児教育学科長ら人間研等

へ来訪。 

受託研究とは別に、多くの研究者を迎

えた。2003年 12月オランダ・ポムポフ
ァブラ大学・ファンデベルデン教授来

訪・講演。2004 年１月、アメリカ・ク
ラーク大学・ヴァルシナー教授（本学客

員教授）来訪・公開シンポジウム。 

 

５．研究所の研究理念や目標の特色

をふまえた「人間科学の発展に

寄与するキーワード集・辞典」

刊行計画 
－編集体制・執筆体制・刊行見込み経

費の見込みなど－の話し合い。分野の異

なる多くの人が協同するためにキーワ

ード集の作成は有効ではないかと思わ

れ、今後も継続課題としたい。 

あわせて「対人援助活動に関する学

会」結成の動きについて話題となる。 

 

６．研究所におけるインフラ環境の

整備の取り組み 
時空を超えた交流のためにはインタ

ーネットなどを用いるのが有効であり、

ＨＳＰ（ヒュ－マンサービスプラットフ

ォーム）の稼働（充実）、人間研第二サ

ーバーの導入（ＨＳＰのコンテンツ充実

と人文・社会学振興事業への貢献）など、

ハード面の環境を整備した。データベー

スや地域に向けた情報交換の仕組みを

充実させるため、従来の学術フロンティ

ア推進事業の予算に加え、この情報プラ

ットフォームの充実をも目的とした科

学研究費「対人援助実践情報の階層構造

化についての研究」や、学内外の研究活

動の交流を重視している受託研究「ボト

ムアップ人間関係論」の資源を併せて活

用した。 

 

７．その他 
本研究所の運営委員は研究所が関連

諸学の教員（常勤講師・非常勤講師含む）、

院生のプラットフォームになるような

環境作りが重要であるという認識で一

致しており、今後もその方法を模索して

いきたい。 

また、学外に公開したシンポジウムや

ワークショップはいずれも多くの出席

者を得ることができており（詳細は別

記）、この領域に対する学外者の関心が

高いことをうかがわせると共に、本研究

所が一定の役割を果たしうる分野であ

ることを示していると思われる。今後も

ますますこうした学外向けの企画も充

実させていきたい。 
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Ⅱ．各論－２００３年度各種プロジ

ェクト研究活動に関する諸デ

ータ 
 
１． プロジェクト研究Ａ１およ

び学術フロンテイア推進事

業プロジェクト研究 
   

（１） コアプロジェクト 自己決定とＱＯＬ 
(研究代表者:文学部教授 

  望月 昭) 
「自己決定とＱＯＬ研究会」では、障

害のある個人に対する援助・教授設定を

検討する目的で、以下のような実践・研

究活動を行った。 

１）障害のある生徒における「自己決定」

実現のための援助・教授設定の検討 
２）ＡＤＨＤ児における集団遊びへの選

択機会提供による参加支援 
３）障害のある学生や個人におけるコミ

ュニケーション確立のための援助・

教授設定の検討 
①ろう学生の講義保障のためのノー

トテイクに関する実践的研究 

②ろう重複の障害のある成人のため

の携帯メール／写メールを用いた

コミュニケーションの研究 

③慢性失語症患者の地域における代

替コミュニケーション（書字・携

帯画面を用いた）成立の支援 

④ＨＳＰオンラインで行なうパソコ

ン要約のための専門用語登録辞書

ソフトの制作 

４）ＨＳＰを利用した施設におけるＱＯ

Ｌ拡大のための討論 
５）ＨＳＰ上での、自己決定、ＱＯＬ、

そしてそれに関連するコミュニケー

ション成立のための援助・教授に関

わるデータベースの拡充を継続させ

た。 
 
１）では、重い知的障害のある養護学

校の生徒を対象に、既存選択肢の否定ス

キル獲得のための設定と教授プログラム

の開発、  ２）では、集団遊びへの参加

を選択機会設定によって促進するプログ

ラムの検討を行った。３）は広義のコミ

ュニケーション成立のための実践・研究

であり、人的あるいは物理的援助設定（パ

ソコン、携帯電話）を介在させた援助設

定の検討であった。①④では大学授業場

面、②③では日常生活場面を想定した実

践研究が行われた。４）については、Ｈ

ＳＰ上で施設環境におけるＱＯＬ拡大や

行動問題への対処に関する課題等が国内

の実践者・研究者の間で討論が行われた。 

上記の研究内容は、実験的研究としては、

１）２）の障害のある個人（生徒が中心）

の「自己決定（選択決定）」の指導や設定

の効果を直接的に検討したものと、３）

の、学校場面や地域におけるＱＯＬ拡大

を念頭においたコミュニケーションに関

するもの、が挙げられる。 

研究面での新たな展開として、１）２）

では、従来、組織的プログラムが少なか

った選択肢否定行動の教授プログラム、

また適応的行動拡大のための「（おだやか

な）否定の選択肢」導入の教授プログラ

ムとその効果が確認された。いずれも環

境設定を自らが指定・拡大する要求言語

行動（mand）の機能を備えた社会的行動

としての「自己決定」行動に必要な環境

設定やそのもとでの教授プログラムを検

討したものである。３）の研究シリーズ

は、障害性の軽減やより積極的にＱＯＬ

を拡大するための「援助設定」の開発や

効果を検討したものであるが、３）①で

は、ノートテイクという援助作業のパフ

ォーマンスや効果を実証した初めての研

究である。②では、文字、静止画の複数

のモードを用いるコミュニケーション手

段としての携帯電話の研究に関しては、

初めての研究である。４）は、ＨＳＰ上

において限定公開の上で関係者が討論を

行なう初めての試みであったが、こうし

た内容を、より効果的な援護活動として
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の機能を持たせるために今後は公開の方

向で進めていきたい。５）については、

下記の臨床社会学プロジェクトの「第三

者評価の議論」や「臨床社会学文献デー

タベースとも連携した形で継続していき

たい。  

 

（今後の活動の見通し） 

2004年度には、03年度までの研究成果

を踏まえて実践研究をさらに展開すると

とともに、障害のある個人におけるＱＯ

Ｌ拡大を目指した自己決定とコミュニケ

ーションの支援を中心課題として、対人

援助実践の方法論について集約していき

たい。援助設定の恒久的実現や援護活動、

さらに諸専門領域との連携のためにＨＳ

Ｐを基本とした情報交換と発信の方法を

重点的に検討していきたいと考えている。 

 

 

（２）コアプロジェクト 臨床社会学 
（研究代表者：産業社会学部教授 

  中村 正） 

参加者の個別の研究主題をもとにして、

各分野での臨床社会学の追究をおこなっ

た。臨床社会学的な主題としては、不登

校、外見の研究、家族機能不全と家族再

統合（里親など）、障害学、ホームレス問

題、家庭内暴力問題、リプロダクティヴ

＆セクシュアル・ヘルスなどである。特

に、研究方法としての「質的調査研究」

に力点を置き、先行する研究のデータ化

を射程におきつつ、研究をすすめた。こ

れらはヒューマンサービスプラットホー

ム上の文献データベースとして蓄積する

こととした。 

 ヒューマン・サービスをめぐって生成

している新しい pro-social behavior の

実践（ボランティア、NPO、福祉機器援助、

福祉サービス、ソーシャルサービスなど）

を評価する研究をおこなった。とくに社

会福祉法でうたわれた第三者評価（福祉

施設でのサービスアセスメント）の問題

を重視した。プロジェクト代表の中村が

「第三者評価機構・きょうと」研究会に

かかわり、研究をすすめた。とくに、価

値財的要素、情報の非対称性、不確実性、

個別性、公共性、非競合性（必ずしも競

争になじむわけではない）という特質を

もつサービス領域であるため、そのサー

ビス評価については多元的な評価軸が必

要であるとの見地から、基礎的な研究や

論点整理について福祉施設経営者との共

同研究をおこなった。その一部は応用人

間科学研究科の公開科目としてもプログ

ラム化し、社会との共同をおこなう地歩

を築いた。この福祉サービス第三者評価

は、臨床社会学的なＱＯＬ評価として科

学的に体系化する計画の一部である。さ

らにその内容はヒューマンサービスプラ

ットホーム上にデジタル化して公開する

予定である。 

 

（今後の活動の見通し） 

2004年度は学術フロンティア研究として

のまとめをおこなう。ヒューマンサービ

スプラットホーム上の臨床社会学文献デ

ータベースをさらに蓄積する。 

福祉サービスの臨床社会学的な評価研究

については、さらに継続した共同研究を

おこなう。第２回目となる公開研究会あ

るいは講座を福祉サービス実践者ととも

に組織し、その成果をヒューマンサービ

スプラットホーム上にデジタルデータ化

し、社会との臨床の知をめぐる対話の場

にする。 

 

 

（３）コアプロジェクト 対人援助

学の理論・方法・歴史（ＱＯＬサブ

プロジェクト） 
(研究代表者：文学部助教授 

佐藤 達哉) 

心理学のみならず、社会学、科学史、

統計学の専門家でチームを組み、対人援

助学の理論・方法・歴史について広範な
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検討を行った。 

質的研究が対人援助学を学範知におし

あげる突破口であるという認識に立ち、

質的研究の行い方について数回のワーク

ショップを行い、公開シンポジウム・公

開講演も行った。 

また、本学客員教授・バルシナー氏の

講演・シンポジウムを企画し、文化心理

学のあり方について理解を深めることが

でき、この理論が対人援助学に対しても

きわめて有効であると見通しを持つこと

ができた。現在は心理学の方法論に関す

る論文を執筆中である。 

文化心理学という立場から見た「サン

プリング」問題を考究することが、対人

援助の実践知を学範知に結びつける手が

かりになるという見通しを持つことがで

きた。 

科学社会学においては、社会と学問の

関係を重視するモード論が、人々の科学

技術等への理解（パブリック・アンダー

スタンディング論）、ひいては、科学技術

ガバナンス論へとつながっていくという

道筋の理解を行った。 

その上で、モード論、パブリック・ア

ンダースタンディング論、ガバナンス論

を、狭義の科学技術にとどまらせるので

はなく、人文・社会系科学の領域にも適

用することの意義が確認できた。情報発

信側の社会的責任論にもつながるもので

ある。  

「障害の科学」史の取り組みとして、

戦前の厚生省・軍事保護院について調査

を行った。 

 

（今後の活動の見通し） 

来年度は本研究全体における連携につ

いてのあり方についても考察を深めつつ、

収束させたい。 

 

 

（４）サブプロジェクト 家族 
（研究代表：産業社会学部教授 

中村 正） 

家庭内暴力の加害者・虐待者対策につ

いての研究を継続した。修復モデルによ

る更生のための援助実践の理念、技法、

政策、制度を開発し、研究し、実践する

という「リサーチ＆ディベロップメント」

型の目標をたてて研究を進めている。介

入的な援助モデルは罰による行動変容で

はなくて、pro-active な援助による行動

変容をめざすものとしてプログラムの開

発をおこなっている。2003 年度もそれま

でと同様に、加害者向けのグループワー

クを当プロジェクト代表の中村が代表世

話人をつとめるメンズサポートルームに

おいて実施した（京都、大阪で春と秋に

かけて実施した）。また関連する相談とし

ては、立命館大学心理・教育相談センタ

ーのカウンセラーらとともにカップルカ

ウンセリングや個別のカウンセリングと

いう形態で実施した。これらは今後の事

例研究の基礎をなす家族臨床的研究とし

て位置づけられている。研究代表者の中

村は、2002 年度に組織された内閣府の家

庭内暴力加害者更生施策検討委員会委員

を 2003 年度も継続し、本プロジェクトの

成果をもとにして、家庭内暴力加害対策

への政策・制度提案をおこなった。さら

に、2004 年度には東京都男女共同参画審

議会の専門委員としても委嘱をうけ、自

治体レベルでの政策にも提案をおこなっ

た。 

さらに、本プロジェクトの内容を深め

るための国際的研究として、2004 年 10

月からはオーストラリアの家庭内暴力加

害対策について比較研究調査に取り組み

はじめた（代表者・中村）。 

また、少子高齢化という人口動態が家

族に与える影響と家族の変化に関する研

究として、子育て支援に関する複数の調

査研究に着手している。ひとつは、妊娠・

出産期からの子育て支援環境構築に関す

る調査研究であり、医療生協の協力の下、

家族形成過程における親意識の変容と、

その過程への援助実践のあり方（インフ
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ォームドチョイスを基礎とする医療体制

と専門職間の連携、父子関係の意識化、

夫婦関係の再編とその援助、エンパワメ

ント型の援助実践の工夫）について、調

査研究を行っている（主に松島）。 

もうひとつは、家族内外での世代間関

係の変容と再構築に関する調査研究であ

り、シニア層におけるライフコースの長

期化とライフデザインの多様化という観

点からの、多世代交流型の子育て支援環

境に関する調査研究である。財団法人シ

ニアプラン開発機構の協力の下、ＮＰＯ

法人ニッポン・アクティブライフ・クラ

ブ（NALC）会員を対象とするアンケート

調査と、多世代交流型子育て支援を行っ

ているＮＰＯ・団体のヒアリング調査を

行った（主に斎藤）。 

また、親密性を構成する家族関係の根

底にかかわる問題領域へのアプローチと

して、ストックホルム大学からの共同研

究の依頼をうけ、暴力・ジェンダー・セ

クシャリティの国際比較研究（スウェー

デン・ウルグアイ・日本）の予備的研究

に着手した（主に、中村、斎藤、松島）。 

 

（今後の活動の見通し） 

プロジェクト所属の村本教授が主たる

担当となり、2004 年６月に国際シンポジ

ウムを開催する予定である。司法、心理、

教育、福祉の総合として取り組まれてい

る家庭内暴力対応について、米国の経験

をもとにして、精神医学、臨床心理学、

法律学からのシンポジウムを開催する。 

 

 

（５）サブプロジェクト 子ども 
（研究代表者：文学部教授 

高木 和子） 

当プロジェクトでは、(1)子育て支援・

親の育ち・子どもの育ち合い、(2)療育援

助、(3)思春期援助の３グループ構成で活

動を進めてきた。各グループでは、(1)

就学前の子どもを養育する立場にある者、

(2)自閉症など関わり合いに難しさのあ

る子ども、(3)中学生・高校生など思春期

の発達課題を抱える者を援助する立場に

ある者（教師）など、研究対象は異なっ

ている。しかし、援助する者が主体的に

問題に取り組む過程を援助し、またその

様相を明らかにするという点で共通点を

持っている。また、2002 年度からは研究

視点の再構築と精緻化の必要からライフ

デザインプロジェクトとの情報交換をす

すめてきている。 

2003年度では、親の育ちを考える際に、

就労など親の権利を保障するという側面

と子どもの暮らしを保障する側面との両

方を考慮に入れる必要があることから、

６月 21 日に 24 時間保育についてのシン

ポジウムを開催した。このシンポジウム

では、長時間保育の是非を問うことを目

的とするのではなく、すでに起こってし

まった現象についての我々の理解を深め、

今後に生かしていくことを目的とした。

参加者は 80 名とそれほど多くはなかっ

たが、毎日新聞の大阪版にとりあげられ

るなどの、反響をよんだ。24 時間対応型

の保育や一時保育などの現場での問題に

どう対応していくのかを社会システムの

問題としてではなく、子どもと大人の育

ちの問題として取り上げていく視点が明

らかにされてきた。 

このシンポジウムの報告を含めたわれ

われの研究グループの成果を、子育て支

援につながる研究を主体にして論文とし

てまとめ、『人間科学研究第 6 号』(３月

発行予定)の特集号に掲載予定である。 

それ以外での各グループの研究活動は以

下のとおりである。 

子育て・親育ち・共同グループでは、

子どもと接するときの大人側の読み取り

に関するデータの収集と分析を行なう。

一つ目、2 年前より始めた保育園児の砂

場の観察データを「大人の支援を引き出

す子どもの行動」という側面から検討す

る。二つ目は、保育園乳児クラスでの子

どもと大人との関わりの中で、大人が子
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どもの行動の意味をどう読み取っている

のかについて観察・分析する。三つ目の

柱として、山形市のＮＰＯ法人山形育児

サークルランド「子育てランドあーべ」

と山形市立つばさ育児支援センターとの

協力をえて、山形における育児支援活動

の実態と参加する人々の育ちの実態調査

を開始した。 

療育援助グループでは、自閉症および

アスペルガー障害の幼児同士の関わりへ

の介入と援助を目的とした活動を社会学

研究科と応用人間研究科の院生を中心に

した「あひるクラブ」（毎月土曜日）を昨

年（2003 年）５月よりたちあげ、集団療

育および親指導を始めている。 

思春期援助グループでは、中学生の学

校相談場面におけるチーム会議の展開お

よび、不登校の親の会における活動への

援助とその分析を行っていく。後者の研

究成果は前出の中間報告に載せられてい

る。  

これら現在進行中の研究については、

2005年 3月の最終報告書にはまとめられ

る予定である。 

 

 

（６）サブプロジェクト 臨床教育 
（研究代表者：文学部助教授 

中川 吉晴） 

公開の研究会は以下のとおり１６回開

かれた。当初、予定していた回数（5 回

程度）の 3 倍におよぶ開催数となった。

ほとんどが学外の専門家によるもので、

成果の多い年度となった。詳しくは別表

を参照。 

①自己発見ワークショップ 3 佐貫幸代

ほか（応用人間院生） 

②自己発見ワークショップ４ 佐貫幸代

ほか 

③イラク戦争を日本の子どもたちはどう

見たか 川手鷹彦（治療教育家） 

④文化の核心としての治療教育 

 川手鷹彦 

⑤身体ほぐしワークショップ 五十川啓

子（身体技法研究家） 

⑥芸術による自己変容―アートワークシ

ョップ 松田佳子（教育哲学者・芸術家） 

⑦治療教育の実際１ 悪と死の哲学  

川手鷹彦 

⑧治療教育の実際２ アスペルガー症候

群について 川手鷹彦 

⑨実存とコスモス―建設的ポストモダニ

ズムと実存の次元 林貴啓（教育哲学

研究者、京大院） 

⑩「体験をすすめる言葉」を見つける ワ

ークショップ  村川治彦（心理学・

身体学者 米国在住） 

⑪シュタイナー教師養成コースで学んだ

こと 吉田ゆきえ（教育家・養成課程

修了者） 

⑫ヨーガ・ムーブメント・アート ワーク

ショップ スーザン・アレン、スシオ

ワン（教育家・芸術家）  

⑬「何もしないこと」から「何もしない

こと」へ 野口整体の健康観を中心に 

本庄剛（教育人間学研究者） 

⑭キッズ・ゲルニカ・ワークショップ キ

ッズ・ゲルニカへの国際的取り組み 

金田卓也（芸術教育） 

⑮治療教育の実際３ 「真夜中の銀河鉄

道」実技と討議  川手鷹彦 

⑯治療教育の実際４ 同上 

 

今年の研究会の特徴として、ワークシ

ョップがふえ、とくに芸術活動の臨床教

育的側面と、身体技法の臨床教育的側面

が研究された。現在、もっとも注目され

る治療教育家である川手鷹彦氏による研

究会は 6回〈2日連続が 3回〉におよび、

治療教育の実際について多くを学ぶ機会

が得られた。ほかにも、建設的ポストモ

ダニズムや、シュタイナー教師養成とい

った先進的なテーマがとりあげられた。   

また、特筆すべき活動であったのは、

キッズ・ゲルニカ・ワークショップであ

り、これにはキッズ・ゲルニカ国際委員

会代表の金田卓也大妻大学助教授も来て、
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講演のみならず、ワークショップを最後

まで指導していただいた。このワークシ

ョップは、教育と芸術と社会活動が結び

つくものとして、臨床教育のひとつの有

効な実践形態となるものであることが立

証された。なおこのワークショップは、

朝日新聞、京都新聞、NHK ニュースでも

とりあげられた。 

 

後期公開企画 

ケアがつなぐもの・ひらくもの 
臨床教育部会は、上記の公開企画を応

用人間科学研究科と共催した。これは、

伊勢真一監督によるドキュメンタリー映

画（３本）の上映を行なったものである

が、いずれの映画も、障害者の自主的な

共同体づくりが取り上げられており、臨

床教育に不足しがちな社会的視座につい

て、多くの有益な示唆がえられた。なお

企画では、伊勢監督自身にお越しいただ

き、映画と共同体にまつわる話をうかが

った。 

林信弘教授による臨床教育の実践研究

は、昨年度に引き続き、定期的に毎週継

続して行なわれた。トレーニングルーム

１を使用した。なお参加者のほとんどは

院生である。 

 

（今後の活動の見通し） 

これまでの臨床教育サブプロジェクト

における研究を総括する意味をもって、

代表の中川が単著『ホリスティック臨床

教育学』を年度内に刊行する（せせらぎ

出版）。すでに、ここ数年の活動から原稿

はそろっており、2003 年度の予定をほぼ

充たしている。なおこれは、2004 年度科

研費の出版助成に応募するとともに、

2004年度の立命館大学研究助成出版物と

して採択されている。また、中川は、同

著の実践編として、『ホリスティック・ア

プローチ』（仮題）を刊行予定（駿河台出

版）である。ほかにも、アメリカから、

本年度刊行予定の共著の依頼を 2 件受け

ている。 

林教授の研究会活動は、最終年度も継

続して行なわれる。なおこの活動は、立

命館の学内公募型研究プロジェクトとし

て申請された「行の総合的研究」に受け

継がれる予定である。 

最終年度も、研究会活動は、随時行な

う予定である。 

 

 

（７）サブプロジェクト バリアフリー 
（研究代表者：文学部教授 

 東山 篤規） 

一ケ月あたり 1～２回の研究交換会を

もった．そこでは各自のデータを持ち寄

って意見の交換を行った。成果の詳細は

別項を参照されたい。 

 

（今後の活動の見通し） 

2004 年度は，実験を続行しながらも，

この間に学会などで発表してきた資料を

まとめて論文を作成する予定である． 

 

 

（８）サブプロジェクト ライフデザイン 
（研究代表者：産業社会学部教授 

津止 正敏） 

研究者・院生・現場実践家たちと地域

福祉臨床プログラム研究会を組織した。

昨年来の３つのプロジェクト課題(地域

福祉プログラム臨床研究会、ボランティ

アプロジェクト、障害児の放課後ケアに

関する調査研究プロジェクト)に加え新

たに男性介護者問題研究プロジェクトを

立ち上げた。研究会は月１～2回開催し、

地域福祉プログラムについての報告と討

議を行なってきた。社会の変容過程に対

応した地域福祉プログラムの成立基盤や

担い手リーダー層、到達と課題などにつ

いて意見交換を行なってきた。研究会に

参加している実践家とのネットワークの

広がりに依拠した研究テーマ・方法を心

掛けてきた。 
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１．地域福祉プログラム臨床研究会 

子育て部門のプロジェクトの研究成果

を取りまとめ、『子育てサークル共同の

チカラ－当事者性と地域福祉の視点から

－』として刊行した(津止正敏・藤本明

美・斎藤真緒編著、文理閣、2003 年 5 月、

1500 部)。朝日新聞、京都新聞、京都民

報、『福祉のひろば』(2004 年 2 月号)の

書評等で取り上げて頂いた。また、子ど

もプロジェクトと共同して「24時間保育」

についてのシンポジウムを開催した。 

 

２．ボランティア研究会 

２００２年度から始まった研究プロジ

ェクト(研究パートナー：キリン福祉財

団・京都市社会福祉協議会)であるが研究

テーマは以下の 3点である。 

ⅰ．ボランティアプログラムの臨床研究 

研究方法的にはライフデザインプロ

ジェクトと同様にプログラム臨床研究

による。ボランティア活動が社会的評

価を高めつつ各地に広がっているが、

その活動が社会にどのように貢献し、

活動参加者の自己実現や知識や技術の

向上、人格形成などの能力開発にどの

ように関連しまた可能性を有している

のか、あるいはこの活動をマネジメン

トしていくためのスキルや人材、財源

などの条件についての調査研究はまだ

緒についたばかりである。こうした調

査研究課題に、地域社会で現実に展開

されているボランティアプログラムの

臨床を通してアプローチしてみようと

いうものである。ボランティアの困難

事例(チャレンジドケース)の研究、に

加えて成功事例(サクセスモデル)の研

究に着手した。 

ⅱ．「立命館大学ボランティアセンター

(仮称)」設置についての研究 

本学には既に各種のボランティア活

動に参加する学生及びグループは少な

くなく、また地域社会からの学生ボラ

ンティアニーズも高い。その活動支援

を強化するとともに、ボランティアス

キルマッチングのためのプログラムを

開発し実践していく拠点として「ボラ

ンティアスタディセンター(仮称)」に

機能や役割、運営方法等について研究

する。実践的には学生主体のボランテ

ィアガイダンスを企画し実践したが、

その詳細は『学生とボランティア』

(2004 年 3 月、人間科学研究所)に収め

た。また、本プロジェクトが提起して

きた立命館大学におけるボランティア

センター設置構想については全学的な

検討委員会(委員長佐藤満教学部長)が

設置され、「立命館大学ボランティア

センターの設置について」と題する政

策文書がまとめられた(2004 年 3 月)。

直後の常任理事会でボランティアセン

ターの 2004 年度設置が決定された。 

ⅲ．インターンシッププログラムの研究 

ボランティア分野におけるインター

ンシッププログラムの開発研究。 

 

３．障害児の放課後ケアに関する調査研

究プロジェクト 

このプロジェクトも 2002 年度から始

まった。研究パートナーは京都障害児放

課後ネットワーク(代表玉田眞紀美)であ

る。学校５日制が完全実施され、障害児

も地域や家庭で過ごす時間がさらに増え

た。土曜日の休日は、毎週の「連休」を

どう過ごしていくのかという問題ととも

に、地域で障害児・者に現在どんな制度

や居場所が必要なのかを改めて障害家庭

やその関係者へ提起している。 

この研究プロジェクトでは、京都や全

国の制度実践を臨床場面として障害児の

放課後ケアの課題にアプローチしている。

昨年来実施してきた小中高等学校に通う

京都の約 4 千人の障害児家族へのアンケ

ート調査と聞き取り調査、障害児の放課

後ケアを全面的に支えている京都の学生

たち(約 500 名)への活動参加の振返りと

障害児の放課後ケアへの問題意識を問う

アンケート調査について、ようやく結果
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をまとめることができた。『障害児の放

課後白書』(2004 年 3 月、クリエイツか

もがわ、1000 部)と題して刊行した。 

 

４．男性介護者問題プロジェクト 

政府の調査によれば介護者のうち 5 人

に 1 人が男性と言われている。夫婦中心

の家族形態の進行からすれば、核家族化

の進んだ都市部においては更に高くなる

と予測されるが、その実態については殆

ど明らかにされていない。そのため、私

たちは、①介護者一般の課題に解消され

ない、②男性介護者固有の実態や課題と

は如何なるものか。③どのような社会的

支援策が必要とされているのか。あるい

は我が国の介護保障を進める上で④男性

介護者問題はどのような位置にあるのだ

ろうか、等について男性介護者の声に依

拠しながら考察してみようと考え、「男

性介護者の介護実態と社会的支援政策の

提案に関する調査研究」プロジェクトを

組織した。今年度は「男性介護者への聞

き取り調査」を実施した。調査員は立命

館大学津止研究室 2 回生ゼミ・3 回生ゼ

ミ・院生・その他など約 50 人が担当した。 

45 人の男性介護者への聞き取りを行い、

調査報告を兼ねて2回(2003年12月8日、

2004 年 2 月 1 日)のシンポジウムを開催

した。それぞれ 100 人を超える参加者を

得た。調査結果の詳細については WEB マ

ガジン「福祉広場」に連載予定である。 

 

 

（９）サブプロジェクト 高齢者・認知リ

ハビリテーション 
（研究代表者：文学部教授 

  吉田 甫） 

2003 年度では、音読計算を行なう学習

療法が効果をもつ要因について検討を加

えた。前年度の知見から、学習療法が効

果をもつ要因としては次の 2 つが考えら

れた。1 つは課題の学習そのものによる

効果、もう 1 つは利用者とのコミュニケ

ーションによる効果である。今年度は、

この要因のいずれが痴呆を伴う高齢者の

認知機能を改善するかを検討した。その

ために、6 ヶ月にわたり、以下の 4 群を

設定して研究をおこなった。 

1 群(自己学習群): 

フィードバックなしに音読・計算

課題のみ実施した。 

2 群(消極的対話学習群): 

この群では、課題の実施に加え、

課題に関連したコミュニケーション

を実施した。 

3 群(積極的対話学習群): 

2 群の要素に加えて、さらに課題

に関連するコミュニケーションを積

極的に導入した。 

4 群(対照群): 

この群は、介入はいっさいおこな

わず、査定のみを実施した。 

以上 4 群に関して，定期的な認知機能

の査定を行い，効果の違いを検討した。 

使用した査定方法は、前頭葉機能に特化

した検査である FAB、認知機能全般を測

定する MMSE である。これを開始直後、開

始 3 ヶ月後、開始 6 ヶ月後に行った。そ

の結果、FAB、MMSE ともに 2 群で 6 ヵ月

後に得点の有意な上昇が確認された。そ

の他の群では得点の有意な得点の上昇が

みられなかった。このことより、課題の

遂行と並行して、課題に関連したコミュ

ニケーションをとることの効果が確認さ

れたといえる。 

また、前頭葉機能に関して、新たに

Simon 課題を用いて、詳細に検討した。

その結果、FAB の下位項目の分析から確

認されたように、抑制機能が学習療法実

施群で有意に上昇していた。逆に、対照

群では抑制機能の有意な低下が確認され

た。以上の点から、音読計算による学習

療法が認知機能に効果をおよぼすとき、

抑制機能が重要な役割を果たしているこ

とが推察された。 

 

（今後の活動の見通し） 
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これまでの研究知見に基づき、学習療

法の効果についてさらに分析する予定で

ある。特に２００４年度は、施設のスタ

ッフに積極的に学習療法の企画、実践に

参加してもらい、学習療法実践上の問題

点を検討する予定である。 

 

 

（１０）サブプロジェクト 福祉情報 
（研究代表者：産業社会学部教授 

  中川 勝雄） 

（研究会活動のまとめ） 

2003年度は Web型地理情報システムの

基本仕様の変更とカスタマイズを中心的

な課題として取り組み、地域ボランティ

ア組織との連携をはかるため、あらたに

京都市西陣地区において、地域の高齢者

生活調査を実施した。 

Web 型の地理情報システムは、地域に

おける生活・福祉情報システムとして、

地域高齢者の家屋、個人情報と地域の福

祉資源状況を管理する基本機能を備えて

いる。2003 年度にあらたに修正を加えた

点は、個人情報の登録・管理システムの

部分である。これまでのシステム仕様で

は、一つの建物に複数の高齢者が居住す

る際のデータ管理機能が制限されていた。

そのため集合建物が多く存在する地域で

のシステム活用に問題が残った。あらた

められた仕様では、一つの建物に居住す

る高齢者の情報管理に基本的に制限がな

い。また個人情報の容量を拡大し、地域

ごとの必要な情報を自由に登録・管理で

きるようにした。高齢者の生活情報には

各地域ごとの特性があり、必要とされる

情報も地域差があるが、この仕様変更に

より個別地域の特性に応じた活用がひろ

がった。また選択される縮尺地図にアイ

コンが適正サイズで表示されるように修

正した。システム上のデータの更新を合

理的にすることも課題であったが、この

点については CSV ファイルで作成、保存

ができるようにして簡易化をはかった。 

西陣地区のボランティア組織と連携を

しつつ、Web 型地理情報システムの活用

をはかってきているが、当該地域の高齢

者の生活実態が十分把握されていなかっ

た。今後の連携、研究活動を進める上で、

高齢者の生活実態を把握することが課題

とされていた。そこで 2003 年度において

は、西陣地区に居住する高齢者への訪問

面接調査を実施した。聞き取り内容は地

域生活に関することを中心に構成した。

対象数２２０に対し、調査完了は 121 と

なった。この調査で得られた結果を地理

情報システムの個人情報として組み込む

ことにより、システム活用の有用性が高

まると考えられる。調査結果の地理情報

システムへの組み込みは来年度の課題と

される。 

また昨年度実施の京都市上京区の民生

委員(270 名)調査の分析をすすめ、報告

書の作成を行った。 

 

（今後の活動の見通し） 

Web 型地理情報システムに高齢者の生

活実態調査からえられた結果を組み込み、

視覚的空間的情報として、調査データが

活用することを試み、地域活動支援シス

テムとしての充実をはかっていくことに

なる。 

 

 

２．プロジェクト研究Ｂ１ 

ヒューマンアァラシー研究会 
（研究代表者：文学部教授 

 八木 保樹） 

(研究会活動のまとめ) 

初年度に「研究目的」の項に要約した

ように、各グループごとの成果を「基準」

と「ヒューマン・ファラシー」の概念の

もとに統括したグランドセオリーを構築

することを念頭に、初年度以来、以下に

述べる各グループごとの活動を完成に向

けて行った。 

①認知・ヒューマンインターフェースの
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研究領域: 

アイコン設計におけるデザイン等の誤

り事例を収し,それらの分析結果を用い

て視点の違いや基準の違いによって如何

に異なった解釈が行われるかを実,的に

明らかにし,その改善策についても検討

し,ヒューマンインタフェース上のガイ

ドラインとして取りまとめる。第二に、

「推論パフォーマンス」の成果を、QODS

モデルの枠組みを大幅に進展させ、具体

的問題を扱えるものに拡張する。これを

成功させた後、双条件仮説と稀少性仮説

自体の適応的合理性にっいて、言語概念

構造の観点から検討する。これには、確

率的言語モデルにヒントを求めながら、

シミュレーションによって、仮説の妥当

性をみる。 

②感覚・知覚の研究領域： 

視角にして 40 度以上の巨大な刺激図

形を呈示して、ベクション(観察者の体の

ふらつき)を測定する。ベクションは主観

法(口頭で内観を答えること)と客観法

(身体の重心の動の測定)の 2 種類で測定

する。刺激図形は BO プリンタで BO の大

きさで作り、渦巻き錯視図形、動く錯視

図形、および渦巻き錯視図形でありなが

ら動く錯視図形の 3 種類とする。それぞ

れ知覚レベルの、臼視量とベクションの

大きさを測定し、比較する。 

③学習・思考の研究領域： 

 小学校の教科の学習で用いられる概念

を題材にして、既述の理論を検討する。  

具体的には、小学生を対象に、分数と割

合、書きにおいて一斉テストを行い、ど

のような誤りがあるかを検出し、それら

の誤りの背後にある一貫したルールを検

討する。次に、それらの誤った方略を示

した子どもを対象にして、その方略に対

する子どもの意識を分析する。彼らはそ

れらの方略を自らは正しいものと思って

いるのかどうかを自信の程度などを指標

にして検討する。 

④人格・社会の研究領域： 

第一に、認知的不協和のいくっかのパ

ラダイム、たとえば「決定後の偏愛パラ

ダイムにおいて、被験者の自我関与の有

無、自尊心の高低、各自の自尊心を意識

するか否か、選択商品のフィードバック

の有無、という変数を組織的に操作する。  

第二に、家族問の共感と愛他心という

関から、祖父母と孫の関係、とくに対立

状態にある関係にっいて、ファラシーを

もたらす要因として、それぞれの求める

もの・もとめられるものの違い、それが

どのような価値基準にもとづいているの

かを取り、げ、対立葛藤を解消し、共感

愛他に向かうトレーニングマニュアルを

作成する。 

 

(今後の活動の見通し) 

本プロジェクト研究の研究期間は2004

年度が最終年度となるが、同一課題で採

択中の科学研究補助金基盤研究B(研究代

表者：松田隆夫)による研究期間が 2005

年度まで継続するため、最終的な告書は

2006年 3月を期限に作成することにして

いる。 

各研究分担者は、前年度までと同様、

それぞれの担当領域に関する研究成果を

学会等で逐次発表するとともに、学術論

文として公刊していく予定であり、現在、

数件の論文は投稿を終えて審査中である。

さらに、発表申し込み済みの成果も多数

あることを付言しておく。 

 

 

３．受託研究 

 

受託研究Ａ ヴィエトナムの障

害児教育分野における専門教員

養成コース支援事業  
（研究代表者：産業社会学部教授 

 荒木 穂積） 

当プロジェクトの目的は、ハノイ師範

大学をカウンターパートとし、障害児教

育分野における専門教員養成への支援を

行い、黎明期にあるヴィエトナム障害児
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教育の立ち上げ期の支援を行なうもので

ある。ヴィエトナム政府は 2010 年までに

障害児の就学率を 70%に引き上げたいと

国際的に表明しており、専門教員と専門

教員養成を担う教員の育成が急務となっ

ている。このプログラムは南部の現職教

員の再教育を目標にホーチミン市で開始

した。ヴィエトナムの現職教員および障

害児教育専攻学生を対象とし、プログラ

ム修了者にはハノイ師範大学から障害児

教育分野専門教員養成課程認定の学士号

を授与するもので今後の専門教員養成の

核となるスタッフの養成をめざした。 

本学の中心的な支援業務の内容は、①

障害児教育分野の専門教員養成のための

講師陣の派遣。②講義録および参考テキ

ストの編集・作成 。③講義用の授業教材

の開発。④ヴィエトナムで利用できる障

害児分野の教材・教具開発である。 

日本とヴィエトナムで使用する機資材

の整備、講師の派遣体制と受け入れ体制

の整備、教材・教具・補助資料集の開発、

テキストの作成を進めるとともに、当初

講師派遣は１２名を予定していたが、知

的障害児教育実践現場への日本人講師陣

の投入強化が必要となり、１６名余に増

派することとした。 

授業計画はほぼ順調に進捗しており、

受講生は既に卒業論文のテーマも決定し、

１２月には卒業論文テーマの中間発表も

実施した。 

これらの取り組みを通じ、ハノイ師範

大学、ホーチミン師範大学をはじめとし

た大学・研究者や文部訓練省など政府機

関とも信頼関係を深めつつさまざまな研

究・教育課題における交流を進めること

ができた。今後多様な学生・研究者交流

を含めて現地の期待の高まりも実感した。 

なお、策定したカリキュラム自体は２０

０４年夏に至るものであるが、当受託研

究の年限は今年度末までとなっているた

め、プロジェクトの完遂までの体制とフ

ァンドについての取り組みを並行させて

いる。 

 

受託研究Ｂ 

支援費制度利用者満足度調査 
（研究代表者：産業社会学部教授 

 野田 正人） 

「支援費制度」とは、これまで行政が

「行政処分」として障害者サービスを決

定していた「措置制度」を改め、障害者

自身がサービスを選択し、サービスの利

用者とサービスを提供する施設・事業者

とが対等な関係に立って、契約に基づき

サービスを利用するという新たな制度で

ある。この趣旨からすれば、サービス提

供関係に大きな変化が生じ、利用者にと

ってはより満足度の高いサービスが供給

されることが期待されるが、その現状に

はなかなか難しい課題が想定されている。 

本研究においては、同制度がサービス

利用に関する相談から事業者との契約に

よるサービス提供までの過程を通じた各

段階において、本来の趣旨である利用者

本位の制度となっているかを、直接利用

者に郵送での質問紙調査を行い、結果の

分析を行なうものである。 

現在、滋賀県・滋賀県下各市町村・滋

賀県社会福祉協議会との連携で得た約９

５０のデータの整理・分析作業をすすめ

ており、年度末には完了する予定である。 

 

 

受託研究Ｃ 

ボトムアップ人間関係論の構築
（研究代表者：文学部助教授 

佐藤 達哉） 

２００３年１１月に「様々な現場にお

ける人間関係論班」及び「学融方法論班」

からなる研究組織を構成し、メンバーの

メーリングリストを開設した。２００３

年１１月５～６日に第一回研究会を行っ

た（於大阪）。論点整理と今後の活動の方

向性について議論し、翌年３月までの予

定を確定した。２００４年１月２５日 

国際シンポジウム「文化心理学と人間関
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係の諸相」を行った（英語使用）。佐藤達

哉が発表を行った。 

２００４年２月１２日 佐藤達哉が

「人文・社会科学振興のためのプロジェ

クト研究事業」の新分野プレゼンテーシ

ョンに参加。意見交換を行った。２００

４年２月２４～３月３日を中心として、

中国北京・上海にて研究集会（アジア・

太平洋地区青年心理学者学術集会）及び

調査・ヒアリングを行った。日中におけ

る親子関係・人間関係の問題、バリアフ

リーのあり方、多国間協働研究の方向性、

西洋的発想に対する東洋的人文思想のあ

り方などについて検討を行い、今後の中

韓越日の交流を促進することが確認され

た。 

２００４年３月６～７日 京都におい

て第２回研究会議を開催した。  

 

（今後の活動の見通し） 

本プロジェクトは１年半のパイロット

スタディである。従って、この秋までに

ある程度の成果をあげて評価されること

が絶対的に必要である。 

そのために 

・国際シンポジウム、講習会の企画 

・定常的研究会の開催 

・医療・教育・福祉領域におけるオルタ

ナティブ・オプションズの研究の実施 

・成果パンフレットの公刊を行なう予定

である。 

関西において STS の研究会を行なう。

また、社会的責任論の系譜を進め、大学

の社会的責任論から産官学共同研究推進

論を追い、領域３の中での協働を模索す

る。 

法化社会における人間関係のあり方に

ついての研究領域の設置。その際、人間

関係諸分野において法律に関心のある

人々を集め、ボトムアップ法律論のよう

なことを目指す。 

アジア・極東からのボトムアップ比較

文化論＝西回り文化論の提唱。 

 

 

４．学外共同研究 

 

学外共同研究Ａ 

障害のある個人における携帯メ

ール使用についての研究 
（研究代表・文学部教授 

望月 昭） 

この研究内容については、「自己決

定・ＱＯＬ」の項でも触れているが、今

年度は共同研究の最終年度として、院生

や学部生を中心に、ろう重複の障害のあ

る成人、生徒を対象とした、携帯メール

および静止画（写メール）を用いた遠隔

地間のコミュニケーション成立のための

援助・教授のプログラムを開発してきた。

また今年度から、慢性失語症の障害を持

つ成人も対象に、地域店舗における外食

の際の注文行動を、携帯電話のデジタル

カメラ機能を代替コミュニケーション

（ＡＡＣ）のひとつの方法として検討し、

また、それに伴う地域成員の必要な援助

内容についても検討された。 

 

 

学外共同研究Ｂ 

ユースワーカー養成のための専

門プログラム開発の研究 
（研究代表者：産業社会学部教授 

 津止 正敏） 

現在、小学生児童までの「子ども」を

対象とした専門的な人材養成の例は高等

教育機関における様々なプログラムの提

案がすすみつつある。一方、中学生、高

校生を中心とする「青少年」の社会教育

分野での育成に当たるスタッフの必要性

が高まっており、そのスタッフはボラン

ティアを含めて存在するが、それを専門

に養成する機関はない。青少年活動施設

や団体などで青少年の育成に当たるスタ

ッフの力量形成のために、専門的な養成

プログラムができることは、近年の青少
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年をめぐる社会的な問題への対応にとっ

て大きな意味を持つと考えられる。 

本プロジェクトは、ユースワーカー養

成のための専門的なプログラムを開発に

むけてプログラムのコンセプト、教育内

容と方法、資金計画等を含めた調査・研

究を行なうことを目的に、京都ユースサ

ービス協会との共同研究としてスタート

させた。 

１．本年度は、計 3 回（11 月 14 日、12

月 16 日、2 月 18 日）の研究会を開

催した。 

２．研究メンバー 

立命館大学：津止、野田、遠藤。

今後関係する教員・大学院学生を加

えていく。 

京都市ユースサービス協会：水野氏。

今後関連する専門スタッフを、児童

館関係、社会福祉協議会、NPO 各団

体他から客員研究員等として加えて

いく。 

 

（今後の活動の見通し） 

研究会スケジュール 

2003 年 10 月以降、関係者による下

ミーティングの内容をもとに、2～3ヶ

月に一度研究会を実施する。 

2004 年度中期に、公開研究会等を実

施し、プログラム実施へのニーズやア

イデアを広く集めて、教育プログラム

実施の可能性への評価をすすめる作業

をすすめることも検討する。 

2005 年度に開講、もしくは開講にか

かわる本格的な検討に入ることを目標

におく。 

 

 

５．課題別研究会まとめの活動 

（１）発達診断・発達援助 
（研究代表：産業社会学部教授 

 荒木 穂積） 

(研究会活動のまとめ) 

本研究会は発達診断の実際を、ケース

スタディーを中心に研究するという活動

方針をとっている。今年度(2003年度)は、

社会就労センターこだま（大津市）の利

用者、京田辺市療育教室（京田辺市）の

母子、平安女学院幼稚園（高槻市）の園

児および本学心理・教育センターのクラ

イエントなどを対象に発達診断を実施し、

ケースカンファレンスを行って、発達援

助プログラムの開発に取り組んできた。

発達援助プログラム作成に向けてのケー

スカンファレンスは学内（研究会）５回

と学外（現場）１５回を実施した。今ほ

かに発達診断実施前後に適宜スタッフミ

ーティングを行っている。 

 

（研究会活動で得られた知見） 

本研究会がこれまで中心的に取り上げ

てきた内容は、①成人期知的障害（自閉

症を含む）の労働・生活場面での発達援

助、②就学前集団療育場面での発達援助、

③幼稚園での保育場面での発達援助、④

プレイセラピー場面での発達援助であっ

た。 

①成人期知的障害（自閉症を含む）の

労働・生活場面での発達援助は、今年度

で３年目となり利用者（約３０名）全員

の発達診断を実施し、現場の指導者を含

めた個別発達援助プログラムをまとめる

ことができた。 

②就学前集団療育場面での発達援助は、

一昨年度は療育場面別のプログラム開発

を、昨年度は療育の年間プログラム開発

をすすめてきたが、今年度はまとめとし

て園児の個別プログラムの開発をすすめ

た。 

③幼稚園での保育場面での発達援助は、

集団保育で発達援助の必要な園児の個別

発達援助プログラムを開発した。 

④プレイセラピー場面での発達援助は、

２名の自閉症児を対象に発達援助プログ

ラムの開発を行った。 

これらの研究成果の一部は、2003 年度

日本応用心理学会（於：神戸市、流通科

学大学）で発表した。 
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（２）人格発達と教育研究会  
（研究代表：産業社会学部教授 

高垣 忠一郎） 

(研究会活動のまとめ) 

合宿研究会を含めて、５回の研究会を

実施した。平均参加者は、12 名であり、

大学内外における研究内容への関心の高

さが伺えた。また本研究会は、参加者が

中学高校の教員、児童相談所職員、児童

福祉センター診療科の医師、養護施設の

職員、スクールカウンセラー、大学院生、

大学教員等と多岐にわたり、教育・福祉・

医療分野等の学際的な研究・論議がなさ

れてきた点も特徴である。 

内容としては、「児童虐待に関わる学

校・児童養護施設・児童相談所の取り組

み」、「いじめ･不登校問題に対する学校

で取り組み」「現代の思春期女子の捉え

方と支援のあり方」などを中心に報告と

論議がなされた。また、現代の青年の捉

え方をめぐり、宮本みち子『若者が「社

会的弱者」に転落する』の文献研究を行

ったことも、今年度の特徴の一つである。 

 

（研究会活動で得られた知見） 

－児童虐待に関する取り組みを中心に 

 

特に児童相談所が直面する課題をめぐ

り次のような論議が深まった。①身体的

な虐待以外の「虐待としつけ」の区別が

難しく親との間で水掛け論になってしま

うことが多いこと。この点への診断、ア

セスメントの難しさがある、②児童相談

所の一時保護を、保護者が拒否するケー

スも多く、物的な虐待の証拠が求められ

るという現実がある、③虐待された子ど

もは、自分に対する「不当な自責感」を

持っていることが多く、「あなたは悪く

ない」と解いていくことが重要である、

④児童相談所の一時保護の判断は、最終

的には所長個人の責任に帰される制度に

なっている。システムの問題であり、訴

訟への対応も含めて早急に検討が必要で

ある、⑤子どもに対してどのような対応

が最適かを中心に論ずる必要がある。福

祉行政、地域、家庭、学校、児童相談所

などが、役割分担をしながらネットワー

クで支援していく必要がある。⑥同時に

児童相談所の中でも、チームを組みなが

ら役割分担をして取り組むという発想が

大切になっている。 

また、中学校で虐待と ADHD の傾向を併

せ持つ生徒に対する、スクールカウンセ

ラーも関わった取り組みに関しては、次

の点に関して論議が深まった。 

父親と教師の関係をつくっていくこと

の困難性と重要性、 

子どもとスクールカウンセラーの別室

での居場所づくりの意味と重要性、 

子どもに対する学級の仲間たちの関わ

り方と状況への理解の難しさ、 

児童虐待に対する学校としての共通認

識の形成と児童相談所への通告や事後対

応の意義と難しさ、 

父親への支援と子どもへの支援を分け

て検討していくことの必要性と具体策、 

一連の取り組みの中で、心理職として

「子どもの見立て」を行なうスクールカ

ウンセラーの果たす役割の重要性。 

さらに、児童養護施設における取り組

みの特徴とその意義について次のような

論議が行なわれた。 

縦割で４つのホームを作り、家族的な

雰囲気の中で生活する場の工夫をしてい

る、ホームごとに月１回は、１時間程度

の「家族会議」を開き、困ったこと、や

りたいこと、行事等についての話し合い

をしている、 

特に、「日常生活が学びの場」という視

点を大切にながら、ホームごとにまとま

って食事を取る。時にはホームでメニュ

ーを決めて、自分たちで買い出しに行っ

て食事を作る取り組みも行っている、 

職員としては、特に食事、掃除、洗濯を

通しての関係を大切にしてきた。職員は
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大家族の専業主婦とも言える、 

子どもの持っている「母なるものへの

飢餓感」や「母親喪失の悲しみ」などを

職員が共有しながら、悪態を受けとめ母

性的なケアをしていくことは重要である、 

しかし、依存され抜き差しならない関係

になっていく危うさもあり、そのことを

分かっていて時には職員どうしで助けを

求めることが必要である。 
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Ⅲ． 
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Ⅳ．今年度の研究成果の公表状況 
 

＜自己決定とＱＯＬプロジェクト＞ 

論 文 ： 

坂本真紀・武藤崇・望月昭（2003）：「養

護学校における自己決定支援パッケージ

の効果に関する検討」．行動分析学研究, 

18(1),25-37. 

吉岡昌子・坂本真紀・武藤崇・望月昭

(2003):「聴覚障害と知的障害がある個人

における動詞・目的語２語文の獲得と般

化の検討」.立命館人間科学研究,6

号,55-66. 

濃添晋矢・南美知代・望月昭（2004 印刷

中）：「聴覚障害と知的障害がある生徒に

おける携帯メールを使用した「おつかい

行動」の獲得」. 立命館人間科学研究, ７

号. 

関本正子（2004 印刷中）：「聴覚障害者に

対する効果的なコンピュータリテラシ

ー・トレイニング開発の試み」. 職業リ

ハビリテーション.17 巻. 

学会発表： 

濃添晋矢・南美知代・望月昭（2003）：「聴

覚障害と知的障害がある生徒における携

帯メールの使用－鉄道駅における「駅名

報告行動」獲得の検討－」．日本特殊教育

学会第 41 回大会発表論文集, p.576. 

南美知代・望月昭（2003）：「重い知的障

害があるろう者の携帯メールの使用－メ

ールによる地域店舗での要求充足（物品

購入）行動の獲得」．日本特殊教育学会第

41 回大会発表論文集,p.705. 

金山好美・望月昭（2003）：「ADHD 児にお

ける選択機会を用いた集団遊び参加の支

援」. 日本行動分析学会第 21 回大会発表

論文集,p.76. 

安井美鈴(2003)：「慢性期失語症者のＱ

ＯＬの向上を目指す積極的行動支援につ

いて」.リハビリテーションのための行動

分析学研究会公開シンポジウム、「リハ

ビリテーションに現場における積極的行

動支援」 

 

＜臨床社会学＞ 

福祉サービスの第３者評価の上記の公開

講座は、ミネルヴァ書房から『京都の福

祉サービス評価の現状と課題』（仮題）と

して中村ほか編集により 2004 年７月頃

に刊行予定である。 

中村「臨床社会学の可能性」（『家族とア

ディクション』日本嗜癖行動学会誌、第

２０巻第４号、2004 年 1 月） 

 

＜対人援助学の理論・方法・歴史 ＱＯＬ

サブプロジェクト＞ 

サトウタツヤ・高砂美樹（共著）「流れを

読む心理学史」 有斐閣 ２００３年１

０月   

学術フロンティア推進事業プロジェクト

研究シリーズ７を刊行予定 

 

＜家族プロジェクト＞ 

論  文： 

「配偶者からの暴力の加害者更生に関す

る調査研究」（内閣府男女共同参画局・

2003 年 4 月） 

「ＤＶ－加害者対策からみえてくるこ

と」」『現代のエスプリ』第 441 号、2004

年 3 月） 

「ドメスティック・バイオレンス－加害

者対策」（『家族心理学研究年報』家族心

理学会、2004 年６月）など 

学会報告： 

「第 20 回日本家族心理学会大会シンポ

ジウム報告」 

 

＜子ども プロジェクト＞ 

論 文： 

高木和子「子育て支援をめぐる『支えあ

いの輪』の機能－子どもプロジェクトに

おいて核となる概念の位置づけ－ 

松岡知子「保育所における一時保育を利

用した母親の意識調査」 

吉本朋子「育ち合う個と集団の相互作用

過程－子育てサークルの親を中心に－」 

高田薫「共同問題解決過程としての子育
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て：他者に頼ることで生じる人との付き

合い」     

春日井敏之「不登校の多様化と支援ネッ

トワーク－「父母の会」を中心に 

津止正敏「障害をもつ子どもの放課後・

休日の実態－京都障害児放課後・休日の

実態調査から－ 

櫻谷眞理子「今日の子育て不安・子育て

支援を考える～乳幼児を養育中の母親へ

の育児意識調査を通じて」 

高木和子「24 時間保育から考える これ

からの子育ち・子育て」 

 

＜臨床教育プロジェクト＞ 

研究論文: 

中川吉晴「『教育における霊性』について」

『トランスパーソナル心理学・精神医学』 

Vol.4, No.1 

中川吉晴「ソマティックスにおける『か

らだとスピリチュアリティ』」『人間性心

理学研究』2１巻１号 

中川吉晴「感情変容の臨床教育学」『立命

館人間科学研究』 7 号 

中川吉晴「ホリスティックな観点から見

た教師教育」『教育文化』13 号 

共   著: 

中川吉晴 日本ホリスティック教育協会

編『ピースフルな子どもたち』せせらぎ

出版 

学会発表: 

中川吉晴 ラウンドテーブル「非暴力の

教育」教育哲学会 46 回大会 

 

＜バリアフリープロジェクト＞ 

論  文:  

Higashiyama, A., & Shimono, K. Mirror 

vision: Perceived size and distance in 

convex  

mirrors. Perception & Psychophysics, 

2004 (印刷中) 

東山篤規．身を守り実在感を与える皮膚

感 覚 ． GPnet( ジ ー ピ ー ネ ッ ト ) ，

50(1),36-39.2003 年． 

東山篤規．精神物理学実験入門１:恒常法

と極限法による閾値の測定．ﾋｭｰﾏﾝ･ｲﾝﾀｰ

ﾌｪｰｽ学会誌，5(2),125-130, 2003. 

東山篤規．精神物理学実験入門２:ｳｪｰﾊﾞ･

ﾌｪﾋﾅｰの法則と判断の原理．ﾋｭｰﾏﾝ･ｲﾝﾀｰﾌ

ｪｰｽ学会誌，5(3), 195-202, 2003. 

東山篤規．精神物理学実験入門３:信号検

出理論とその応用．ﾋｭｰﾏﾝ･ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ学会

誌，5(4)，253-260，2003. 

東山篤規．精神物理学実験入門 4:サース

トンの関節法とスティーブンスの直説法．

ﾋｭｰﾏﾝ･ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ学会誌，6(1)，31-38，

2004. 

学会発表: 

東山篤規．触重力方向の恒常性（２）：触

的アウベルト効果．関西心理学会第 115

回大会発表論文集，p. 32．2003 年． 

山崎校，東山篤規．視覚系と身体系によ

る歩行運動での時間・距離・速度の知覚．

関西心理学会第 115 回大会発表論文集，

p. 35．2003 年． 

山崎校・東山篤規．(2003 年 7 月). 視覚

系と身体運動系による歩行運動での時

間・距離・速度の知覚．日本視覚学会 2003

年夏季大会抄録集(湘南国際村センター), 

p.219. 

東山篤規，古賀一男．ロール（横揺れ）

運動をする身体の速度，移動範囲，移動

時間の知覚．日本心理学会第 67 回大会発

表論文集，p. 448．2003 年． 

對梨成一 ． 階段の水平踏面が傾いて見

える現象について(4)―段のつくる斜面

と坂のつくる斜面の比較―． 関西心理学

会第115回大会発表論文集, p. 34．2003

年． 

對梨成一．2 階段の水平踏面が傾いて見

える現象について(3)―仮想面における

横断成分の知覚―.  日本心理学会第 67

回大会発表論文集, p. 455. 2003 年． 

對梨成一．ゆがんだ階段錯視：見かけの

傾きに及ぼす横断成分と視点の高さの効

果．大阪交通科学研究会平成 15 年度研究

発表会．P. 17-18. 2003 年．  

学会発表（予定）: 

對梨成一  2004  坂道錯視：遠方の坂の
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見かけの傾きに及ぼす遠坂の形と手前の

坂の効果．第 37 回知覚コロキウム（発表

予定）．2004 年． 

 

＜ライフデザインプロジェクト＞ 

論  文: 

津止正敏・藤本明美・斎藤真緒『子育て

サークル共同のチカラ－当事者性と地域

福祉の視点から－』文理閣、2003 年 5 月 

津止正敏・立田幸代子「障害をもつ子ど

もと家族の放課後・休日の実態－京都障

害児放課後・休日実態調査から－」立命

館大学人間科学研究所『立命館人間科学

研究第 7号』、2004 年 3 月 

津止正敏・津村恵子・立田幸代子『障害

児の放課後白書－京都障害児放課後・休

日実態調査から－』クリエイツかもがわ、

2004 年 3 月 

津止正敏・足立陽子『学生とボランティ

ア』立命館大学人間科学研究所、2004 年

3 月(予定) 

 

＜高齢者・認知リハビリテーション プ

ロジェクト＞ 

論  文: 

吉田甫・大川一郎・土田宣明 2003 痴

呆を伴う高齢者に対する認知リハビリテ

ーションの効果に関する予備的研究, 立

命館大学人間科学研究, 6, 1-9. 

土田宣明・大川一郎・吉田甫 2003  高

齢者を対象とした認知リハビリテーショ

ンの試み(1)-MMS と FAB による効果の検

討－、日本心理学会第 67 回大会発表論文

集, 298. 

大川一郎・土田宣明・吉田甫 2003  高

齢者を対象とした認知リハビリテーショ

ンの試み(2)-日常生活への効果の検討、

日本心理学会第 67 回大会発表論文集、

299. 

Yoshida, H., Okawa, I., Tsuchida, N. et 

al., 2004 Effect of Communication in 

Learning Therapy : Psychological 

Research, Second International 

Symposium for Learning Therapy. 

＜ヒューマンファラシー研究会＞ 

論  文： 

Oda,M. and Isono,K. (2003)  

Impression of facial expressions with 

asynchronous movement of facial parts. 

26th ECVP. PERCEPTION, 32, Supplement, 

174. 

北岡明佳（2003）動く錯視の分類 電機

電信大学大学院・IS シンポジウム－

Seeing and Perception. 10, 67-71. 

Kitaoka,A. and Ashida,H. （ 2003 ）

Phenomenal characteristics of the 

peripheral drift illusion. VISION, 15, 

261-262. 

Kitaoka,A. （ 2003 ） The frame of 

reference in anomalous motion 

illusions and ergomomics of human 

fallacy. Ritsumeikan Journal of Human 

Sciences, 6, 77-80. 

北岡明佳（2002）錯視のアウェアネスと

クオリアを考える 基礎心理学研究, 21, 

69-73. 

星野祐司（2003）再認記憶におけるファ

ン効果の概念依存性：干渉とメンタルモ

デル 立命館人間科学研究, 5, 155-169 

星野祐司（2002）関連語の学習による誤

再生とリスト構成：ブロック提示条件と

ランダム提示条件の比較 基礎心理学研

究, 20 105-114. 

松田隆夫（2003）知覚判断における「基

準」の多様性とヒューマンファラシーの

諸相 立命館人間科学研究, 6, 67-76 

大中悠紀子・竹澤智美（2002）画像上の

人物に対する絶対距離と相対距離の知覚 

立命館人間科学研究, 4, 9-18 

Yoshida,H. and Kawano,Y.（2003）”Logic 
of children” and “logic of subject 
matters”： Effect of an instructional 
intervention on understanding ratio 

concepts based upon children’s 
informal knowledge. Ritsumeikan 

Journal of Human Sciences, 5, 145-154. 

吉田甫（2002）関係推理と量的推理・割

合概念の場合 立命館人間科学研究, 4, 
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1-8. 

吉田甫・大川一郎・土田宣明（1992）痴

呆を伴う高齢者に対する認知リハビリテ

ーション研究の展望 立命館大学人間科

学研究, 4, 77-98 

森友紀・八木保樹（2003）あいづちを用

いた聞き手による偽装 立命館人間科学

研究, 6, 43-54 

学会発表等における口頭発表： 

北岡明佳：6件  尾田政臣：3件 

松田隆夫：7件  星野祐司：1件 

八木保樹：1件   

 

＜ボトムアップ人間関係論研究会＞ 

論  文: 

佐藤達哉（編） ２００４ 『ボトムア

ップ人間科学の可能性』 至文堂 現代

のエスプリ 

 

＜人格発達と教育研究会＞ 

論  文: 

高垣忠一郎・春日井敏之編『不登校支援

ネットワーク』かもがわ出版、2004 年。

（初版 3000 部）なおこの中で、高垣忠一

郎は「セルフヘルプ・グループとしての

『親の会』の意義」、「学校における教師

とスクールカウンセラーとの連携のあり

方」を執筆。春日井敏之は、「不登校の多

様化・複合化と支援ネットワーク」、「居

場所づくりとかかわる主体の成長」を執

筆。29 名の執筆者が共同して刊行した本

書は、「父母の会」「小中高等学校」「地

域の居場所づくり」で、内と外に開かれ

たネットワーク支援を志向しながら、不

登校の子ども・青年などと関わってきた

京都府下の取り組みをまとめたものであ

る。ともすれば対立傾向にある三者が、

共同して出版した類書はこれまでにない。 

高垣忠一郎「思春期の子どもに『自己肯

定感』を」京都教育センター編『季刊ひ

ろば』136 号、2003 年。 

櫻谷真理子「今日の子育て不安・子育て

支援について考える－乳幼児を養育中の

母親への育児意識調査を通じて」立命館

大学人間科学研究所『立命館人間科学研

究』７号、2004 年。 

春日井敏之「不登校の多様化と支援ネッ

トワーク－『父母の会』を中心に」立命

館大学人間科学研究所『立命館人間科学

研究』７号、2004 年。 

春日井敏之「教育実践と学校カウンセリ

ングの可能性」斎藤稔正・林信弘編『教

育人間学の挑戦』高菅出版、2003 年。 

春日井敏之「中学生の心の内側をどう見

るか－弱者を攻撃する弱者の危機」『生

活教育』656 号星林社、2003 年。 

春日井敏之「多様化・複合化する現代の

不登校問題－子どもの自立と求められる

支援」 京都府少年補導協会編『補導だよ

り』264 号、2003 年。 

春日井敏之「大学改革の時代に－現代の

学生をどうとらえるか」高等教育研究会

大学職員フォーラム編『大学職員ジャー

ナル』6号、2003 年。 
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Ⅳ．今年度の公開講演会・シンポジ

ウム等の開催状況 
 

４回の公開企画をはじめとして、プロ

ジェクト主催の多くの公開企画やワーク

ショップを開催した。企画は課題に関す

る幅広い関心を物語るように、遠方から

の来訪者をも含み、いずれも、学内外の

研究者・院生・学生、現場の実践者、当

事者や幅広い市民の参加を得て、盛況で

あった。 

開催状況は別紙参照 

 

 

Ⅴ．今年度の研究所運営体制 
以下の体制で運営にあたった。委員構

成等についても学部構成、研究分野の広

がり、継承性とリフレッシュ、学内外の

研究者の交流・相互理解の活性化などを

意識して運営にあたった。 

運営委員およびその他の任務分掌 （順

不同） 

 

運営委員会・事務局会議 

２００３年 ４月２２日（火）１１：０

０－１２：００ 事務局会議 

２００３年 ５月１４日（水）１１：０

０－１２：００ 第一回運営委員会 

２００３年 ６月１２日（水）１２：０

０－１２：５５ 第二回運営委員会 

２００３年 ７月 ９日（水）１２：１

５－１３：００ 第三回運営委員会 

２００３年 ７月２４日（木） 

    将来計画委員会 

２００３年 ９月１８日（木） 

    事務局会議 

２００３年 ９月２６日（金） 

    将来計画委員会 

２００３年 ９月２９日（月）１０：３

０－１１：３０ 第四回運営委員会 

２００３年１１月１７日（月） 

    事務局会議 

11. ２００３年１２月 ８日（月）１

０：３０－１２：００ 第五回運営委員

会 

12. ２００４年 １月１９日（月）１

０：３０－１２：００ 第六回運営委員

会 

13. ２００４年 ２月２３日（月）１

０：３０－１２：００ 第七回運営委員

会 

14. ２００４年 ３月 ８日（月）

     事務局会議 

 

学術フロンティア事業推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞ

ｰ会議 

２００３年 ４月１４日（月）１２：１

０－１３：００ 第一回リーダー会議 

２００３年 ５月１２日（月）１２：１

５－１３：００ 第二回リーダー会議 

２００３年 ６月 ９日（月）１２：１

５－１３：００ 第三回リーダー会議 

２００３年 ７月１４日（月）１２：１

５－１３：００ 第四回リーダー会議 

２００３年１０月 ６日（月）１２：１

５―１３：００ 第五回リーダー会議 

２００３年１１月１０日（月）１２：１

５－１３：００ 第六回リーダー会議 

２００３年１２月 ８日（月）１２：１

５－１３：００ 第七回リーダー会議 

２００４年 １月１９日（月）１２：１

５－１３：００ 第八回リーダー会議 

２００４年 ２月２３日（月）１２：１

５－１３：００ 第九回リーダー会議 

10． ２００４年 ３月２９日（月）１

３：００－１６：３０ 研究成果交流会 

 

 

Ⅲ ２００４年度の課題 
2004 年度は、人間科学研究所の今後の

運営形態やその根本的な機能を再検討す

るための重要な年度となる。 

人間科学研究所は、2000 年度からの文

部科学省学術フロンティア事業の開始を

契機に「教育科学研究所」から改組・改

名された経緯にも端的に示されるように、
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学内完結あるいは個別研究会の集結とし

ての研究会組織から、人間科学に関わる

より大きな共通テーマのもとに、既存学

部を越えた研究・実践の連携と、それに

伴う学外ファンドの積極的な導入の母体

としての機能も果たしてきた。現在に至

るまで、人間科学研究所を軸として、幾

多の国内外の機関、自治体、企業などと

のファンドの導入や共同プロジェクトが

生まれてきている。その間、実験的・基

礎論的なものから、実践・応用的なもの

に至るまでの幅広い研究業績や実践活動

が集積され、いわゆる「人間化領域」に

おける人的交流や研究協力体制をこれま

でになく拡大したと言えよう。 

人間科学研究所の特徴は、そのテーマ

性からも、その研究対象や参加研究者が

大学内部に留まらず、地域における課題

を実践者や関係専門職さらには市民を含

めて展開してきたことにある。この社会

へ開かれた特徴は、基礎的なディシプリ

ンを軽視するものではなく、研究所が持

つ「人間科学」、あるいは学術フロンティ

アでのテーマである「対人援助」といっ

た実践的課題や枠組みの中で、むしろ、

これまでになかった基礎と応用の連携が

模索され、同時にその方法論や成果が社

会に向けて発信できたという事である。

その意味では、人間科学研究所は、従来

の閉鎖的な研究状況を脱して、既存ディ

シプリン間の、そして大学と地域（社会）

の間を結ぶ「融合と連携」のためのプラ

ットフォームの役割を果たしてきたと言

える。 

このプラットフォームは、単に実践・

研究産物の集積ではなく、さらにそこか

ら新たな連携を生み出す契機となるダイ

ナミックな装置であるとも言える。2004

年度以降も踏襲され発展されるべき人間

科学研究所の機能とは、人間科学領域に

おける新たな連携の枠組みを、絶えず社

会に開きつつ模索できる装置であること

である。 

近年、本学では研究プロジェクトは、

研究所ではなく、学内提案型プロジェク

トなど、個別グループを単位としたもの

に転換しつつある。また COE をはじめと

する外部大型ファンドについても既存研

究所を必ずしも母体とはしていない。し

かし逆説的に言えば、こういう状況だか

らこそ、個別研究所が果たす役割は大き

くなっている。それは研究シーズの開発

というような言葉で表すこともできる。

新しい研究プロジェクトの企画や立ち上

げに際しても、絶えず不足しているのは、

学内での研究者相互の研究内容の理解で

あり、そうした相互理解を日常的に発展

させて研究プロジェクトに育てるために

研究所の機能は重要である。 

「プラットフォームとしての人間科学

研究所」が、今後、学内において担うべ

き独自の役割のひとつには、研究者が自

発的に自らの研究を公開し情報交換ので

きる場を日常的に提供し続けることであ

る。今後の研究所の課題を集約すればそ

の具体的な方法を追求していくというこ

とであると言えよう。 

2004 年度の具体的な課題として、第一

に、2000 年からこの４年間に 70 本以上

の論文を掲載してきた「立命館人間科学

研究」の拡充が挙げられる。当研究誌は、

社会に対すると同様に、学内においても、

新たな連携や交流のためのプラットフォ

ームのひとつとして機能してきたといえ

る。最近は、人間科学に密接に関係して

いる文学部、産業社会学部以外の学部か

らの投稿も見られ、情報交換や新たな連

携の装置としての機能の拡充・発展が期

待される。 

第二に、現在、学術フロンティア事業

で制作中のＨＳＰ（ヒューマンサービ

ス・プラットフォーム）が挙げられる。

これは、文字通り、対人援助に関わる研

究者間、また研究機関と地域組織が情報

提供や交換を WEB 上で行なう情報プラッ

トフォームである。この設定を 2004 年度

以降も、学内外の連携、さらに本学の情

報発信や社会貢献のためのプラットフォ
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ームとして継続・発展させるために、人

間科学研究所をひとつの軸として継続・

運用するための方策を考える必要がある。 

第三に、上記したようなツールを前提

として、より広範な社会への発信を実現

するために、人間科学あるいは対人援助

科学に関する新たな学会の創設を行なう

ことが考えられる。現在、応用人間科学

研究科において準備が進められている

「対人援助学会（仮称）」の運営について、

人間科学研究所が積極的に連携していく

方策を検討する必要がある。 
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